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個人情報取扱事務委託等の基準 

令和５年１月６日 

総務局長決裁 

１ 趣旨 

この基準は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人

情報保護法」という。）第６６条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

並びに行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第１０条及び第１１条の規定に基づ

き、個人情報（特定個人情報を含む。以下同じ。）を取り扱う事務（以下「個人情報取

扱事務」という。）の委託等の基準を明らかにしたものである。 

 

２ 定義 

 (1) 「個人情報」とは、個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。 

 (2) 「特定個人情報」とは、番号法第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

 (3) 「個人番号」とは、番号法第２条第５項に規定する個人番号をいう。 

 (4) 「特定個人情報等」とは、特定個人情報及び個人番号をいう。 

 

３ 対象となる委託等の契約 

  この基準の対象となる委託等の契約は、契約の形態・種類を問わず、個人情報取扱

事務の全部又は一部を本市及び本市が設立した地方独立行政法人以外のものに依頼す

る全ての契約とする。したがって、一般に委託契約と呼ばれるもののほか、印刷、筆

耕、翻訳等の契約も含むものとする。 

 

４ 委託等に当たっての注意事項 

  個人情報取扱事務を委託等するときは、次の事項に注意するものとする。 

 (1) 個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者を選定することがないよう、必要

な措置を講ずる。また、契約書に、次に掲げる事項を明記するとともに、委託先に

おける責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制、個人情報の管理の状況につ

いての検査に関する事項等の必要な事項について書面（電磁的記録を含む。以下同

じ。）で確認すること。 

  ア 個人情報に関する秘密保持、利用目的以外の目的のための利用の禁止等の義務 
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  イ 再委託（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２

条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合を含む。以下同じ。）の制

限又は事前承認等再委託に係る条件に関する事項 

  ウ 個人情報の複製、持出し等の制限に関する事項 

  エ 個人情報の安全管理措置に関する事項 

  オ 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項 

  カ 委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項 

  キ 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事

項 

  ク 契約内容の遵守状況についての定期的報告に関する事項及び委託先における委

託された個人情報の取扱状況を把握するための監査等に関する事項（再委託先の

監査等に関する事項を含む。） 

 (2) 取扱いを委託する個人情報の範囲は、委託する業務内容に照らして必要最小限で

なければならない。 

 (3) 委託先において、個人情報取扱業務が再委託される場合には、委託先に上記(1)の

措置を講じさせるとともに、再委託される業務に係る個人情報の秘匿性等その内容

に応じて、委託先を通じて又は本市の機関自らが下記５(4)の措置を実施すること。

個人情報取扱業務について再委託先が再々委託を行う場合以降も同様とする。 

 (4) 個人情報取扱業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者派遣契約書に

秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記すること。 

 (5) 漏えい等による被害発生のリスクを低減する観点から、委託する業務の内容、個

人情報の秘匿性等その内容などを考慮し、必要に応じ、特定の個人を識別すること

ができる記載の全部又は一部を削除し、又は別の記号等に置き換える等の措置を講

じること。 

 

５ 具体的に講じる措置 

  上記４を踏まえて、個人情報取扱事務を委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）

する場合には、以下の手順又はこれに準ずる手順にて取り扱うこと。 

 (1) あらかじめの確認 

   札幌市物品・役務契約等事務取扱要領（平成２０年３月２８日財政局理事決裁）

第９条に基づく入札参加資格の確認を入札後に行う事後審査型等により、受託者と
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の契約締結又は再委託の許諾の前までに別紙１「個人情報取扱安全管理基準」又は

別紙２「特定個人情報等取扱安全管理基準」に適合していることを以下の方法によ

り確認すること。 

  ア 特定個人情報の取扱いを含まない委託等の場合 

   (ｱ) 受託（又は再委託）を希望する業者は、別紙１「個人情報取扱安全管理基準」

に適合していることを様式１「個人情報取扱安全管理基準適合申出書」に必要

な書類を添付した上で申請を行う。 

   (ｲ) 当該業務を発注する取扱課の保護管理者は、上記(ｱ)により提出された書類

について、様式３「個人情報取扱安全管理基準適合評価書」により適否を判断

する。 

  イ 特定個人情報の取扱いを含む委託等の場合 

   (ｱ) 受託（又は再委託）を希望する業者は、別紙２「特定個人情報等取扱安全管

理基準」に適合していることを様式２「特定個人情報等取扱安全管理基準適合

申出書」に必要な書類を添付した上で申請を行う。 

   (ｲ) 当該業務を発注する取扱課の保護責任者は、上記(ｱ)により提出された書類

について、様式４「特定個人情報等取扱安全管理基準適合評価書」により適否

を判断する。 

 (2) 契約締結 

  ア 特定個人情報の取扱いを含まない委託等の場合 

    契約書本文に別紙３「個人情報の取扱いに関する特記事項」の内容を追加し、

又は契約書に下表１の個人情報保護の条文を追加して別紙３「個人情報の取扱い

に関する特記事項」を添付するものとする。 

    なお、契約書によらない契約の場合には、別紙３「個人情報の取扱いに関する

特記事項」を契約事項として受託者に交付するものとする。 

  イ 特定個人情報の取扱いを含む委託等の場合 

    契約書本文に別紙４「特定個人情報等の取扱いに関する特記事項」の内容を追

加し、又は契約書に下表２の特定個人情報等保護の条文を追加して別紙４「特定

個人情報等の取扱いに関する特記事項」を添付するものとする。 

    なお、契約書によらない契約の場合には、別紙４「特定個人情報等の取扱いに

関する特記事項」を契約事項として受託者に交付するものとする。 

 (3) 取扱状況の把握 
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  ア 特定個人情報の取扱いを含まない委託等の場合 

    当該業務の期間が複数月にわたる場合は、履行検査時等により、毎月、様式５

「個人情報取扱状況報告書」の提出により取扱状況を把握すること。 

  イ 特定個人情報の取扱いを含む委託等の場合 

    当該業務の期間が複数月にわたる場合は、履行検査時等により、毎月、様式６

「特定個人情報等取扱状況報告書」の提出により取扱状況を把握すること。 

 (4) 監査 

  ア 特定個人情報の取扱いを含まない委託等の場合 

    委託する業務に係る個人情報の秘匿性等その内容やその量等に応じて、委託先

における管理体制及び実施体制や個人情報の管理状況について、少なくとも年１

回以上、原則として実地検査を行うこと。 

    なお、総務局行政部行政情報課から別途指定された場合は、指定された業務の

委託先又は再委託先に対し、別紙１「個人情報取扱安全管理基準」及び様式１「個

人情報取扱安全管理基準適合申出書」に基づき、実地検査を実施した上で、様式

３「個人情報取扱安全管理基準適合評価書」を作成し、同課に報告すること。 

  イ 特定個人情報の取扱いを含む委託等の場合 

    委託する業務に係る特定個人情報の秘匿性等その内容やその量等に応じて、委

託先における管理体制及び実施体制や特定個人情報の管理状況について、少なく

とも年１回以上、原則として実地検査を行うこと。 

    なお、デジタル戦略推進局スマートシティ推進部デジタル企画課から別途指定

された場合は、指定された業務の委託先又は再委託先に対し、別紙２「特定個人

情報等取扱安全管理基準」及び様式２「特定個人情報等取扱安全管理基準適合申

出書」に基づき、実地検査を実施した上で、様式４「特定個人情報等取扱安全管

理基準適合評価書」を作成し、同課に報告すること。 

 

 

 

６ 死者の情報について 

  死者の情報（個人情報に準じたものに限る。）の取扱いを含む事務を委託等する場合

においても、上記４の注意事項を遵守し、上記５と同様の措置をとるものとする。 
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（表１） 

 （個人情報の保護） 

第〇条 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって個人情報を取り扱う際

には、別記「個人情報の取扱いに関する特記事項」を守らなければならない。 

 

（表２） 

 （特定個人情報等の保護） 

第〇条 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって特定個人情報等を取り

扱う際には、別記「特定個人情報等の取扱いに関する特記事項」を守らなければな

らない。 

 


